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以上の高齢者人口は 2014年時点で 2億 1000万人に達していると指摘した。全人口に
占める割合は 15.5％で、2035年には 4億人に増えるとの予測が出ている。（中国新聞



















出産を奨励することになる」と話している （中国経済網 2015年 11月 10日） 
  中国国家統計局のデータによると、中国本土の 2015 年末の総人口は 13 億 7462
万人、うち労働人口（16～60歳）は 9億 1096万人で、前年から 487万人減ってい
















金の 2部分から支給。支給額は退職前賃金の 40％～50％ 
  ③農村居住者年金：都市就業者年金に加入していない農村部の住民が任意で加入
できる年金。掛金は中央政府・地方政府が拠出する部分（一階部分）




と個人で積み立てる部分（積立方式は 100～1,000 元で 100 元ご
とに積立額を選べる、二階部分）に分かれる 







































   中国では 2013年 7月 1日に「中華人民共和国老年人権益保障法」（日本語では通
常、高齢者権益補償法と翻訳されている）が改訂・施行された。旧法は 1996 年に
制定された 6章 50条からなる法律であったが、改正法は 9章 85条に大幅拡充され
た。 
   ・第 1章 総則（第 1－12条） 
   ・第 2章 家族膽養（せんよう）と扶養（第 13－27条） 
   ・第 3章 社会保障（第 28－36条） 
   ・第 4章 社会サービス（第 37－51条） 
   ・第 5章 社会優待（第 52－59条） 
   ・第 6章 居住環境（第 60－64条 
・第 7章 社会発展への参与（第 65－71条） 
・第 8章 法律責任（第 72－82条） 


































































































































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2013年 7.7 9.7 11.4 2.6 19.4 2590 7.8 7.2 ▲8.6 5.3 13.6 14.1 
2014年 7.4 8.3 12.0 2.0 15.2 3824 6.1 0.4 4.41 14.2 12.2 13.6 
1月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
8月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9月 7.3 8.0 11.6 1.6 11.5 310 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
10月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
11月  7.2 11.7 1.4 13.4 545 4.7 -6.7 -8.6 22.2 12.0 13.4 
12月 7.3 7.9 11.9 1.5 12.6 496 9.5 -2.3 6.1 10.3 11.0 13.6 
2015年 6.9 5.9 10.7 1.4 9.7 6024 -9.8 -14.4 11.0 0.8 11.9 15.0 
1月    0.8  600 -3.3 -20.0 2.2 -1.1 10.6 14.3 
2月    1.4  606 48.3 －20.8 49.8 0.1 11.1 14.7 
 3月 7.0 5.6 10.2 1.4 13.1 31 -15.0 -12.9 0.3 1.3 9.9 14.7 
4月  5.9 10.0 1.5 9.6 341 -6.5 -16.4 2.9 10.2 9.6 14.4 
5月  6.1 10.1 1.2 9.9 595 －2.4 －17.7 －14.0 8.1 10.6 14.3 
6月 7.0 6.8 10.6 1.4 11.6 465 2.8 －6.3 4.6 1.1 10.2 14.4 
7月  6.0 10.5 1.6 9.9 430 －8.4 －8.2 9.6 5.2 13.3 15.7 
8月  6.1 10.8 2.0 9.1 602 －5.6 －13.9 23.9 20.9 13.3 15.7 
9月 6.9 5.7 10.9 1.6 6.8 603 －3.8 －20.5 5.2 6.1 13.1 15.8 
10月  5.6 11.0 1.3 9.3 616 -7.0 -19.0 2.5 2.9 13.5 15.6 
11月  6.2 11.2 1.5 10.8 541 －7.2 －9.2 27.7 0.0 13.7 15.3 
12月 6.8 5.9 11.1 1.6 6.8 594 －1.7 －7.6 17.2 -45.1 13.3 15.0 
2016年             
1月    1.8 18.0 633 -11.5 -18.8 14.1 -2.1 14.0 15.2 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
